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令和６年４月からの無期転換ルール及び労働契約関係の明確化 

令和５年３月 30 日、「労働基準法施行規則及び労働時間等の設定の改善に関する特別措置法
施行規則の一部を改正する省令（令和 5 年厚生労働省令第 39 号）」などが公布され、令和６年 

４月１日から、無期転換ルール及び労働契約関係の明確化が図られることになりました。厚生労働省のリーフ 
レットから、そのポイントを紹介します。  

･･････････････厚労省のリーフレット「2024 年４月から労働条件明示のルールが変わります」より･･････････････ 

★施行は少し先ですが、改正の概要は知っておきたいところです。必要であれば、リーフレットなどを交えて
説明させていただきます。気軽にお声掛けください。 

決定済み 

施行前の改正 

〈補足〉これに伴い、厚生労働省の「モデル労働条件通知書」も改正される模様です。 

令和５年度 厚生労働省関係の主な制度変更をチェックしておきましょう 
令和５年度がスタートしたところですが、さまざまな制度変更が行われ、新しい制度での行政

の運営が本格化していきます。令和５年４月からの厚生労働省関係の制度変更にはどのようなもの 
があるのか？ 企業実務に影響がありそうな事項をチェックしておきましょう。 

････････････････････令和５年４月からの厚生労働省関係の制度変更 重要事項をチェック･･････････････････ 

重要な 

法改正・施行 

□ 月 60 時間を超える時間外労働の割増賃金率の引上げ（中小企業） 
【主な対象者：中小企業で働く労働者とその使用者】 

・中小企業の月 60 時間を超える時間外労働に対する割増賃金率を 25％から 50％に引き上げる。 
□ 賃金のデジタル払い制度の開始【主な対象者：事業者、労働者等の関係者】 

・従来から認められていた銀行口座等に加え、厚生労働大臣が指定する資金移動業者の口座への賃金支払
を認める。 

□ 男性労働者の育児休業取得状況の公表の義務化 
【主な対象者：常時雇用する労働者が 1,000 人を超える企業】 

・従業員が 1,000 人を超える企業の事業主は、男性労働者の育児休業等の取得状況を年１回公表すること
が義務付けられる。 

□ 雇用保険料率の変更【主な対象者：労働者及び事業主】 
・令和５年度の失業等給付に係る雇用保険料率を８／1,000 とする（令和４年 10 月～

令和５年３月は６／1,000）。 
 ※これを労使折半する。合わせて、育児休業給付に係る分を労使折半し、二事業に

係る分を事業主が負担する。 
⇒一般の事業における雇用保険料率（令和５年度）は、15.5／1,000（労働者負担

分 
は６／1,000、事業主負担分は 9.5／1,000）となる。 


